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選ばれ続ける企業・組織であるためにーー

SDGsは10年後のあるべき姿へ導く羅針盤
NPO法人 循環型社会研究会 理事 山口民雄 氏

　2015年の国連サミットにおいて全会一致で採択された持続可能な開発目標「SDGs」は、遠い国

で約束された遠い未来の話ではない。2030年の世界のあるべき姿を目指し、我が国でも2016年の

G7伊勢志摩サミット、2019年G20大阪サミットを経て積極的に取

り組む重要課題だ。そのような世界の動きの中、SDGsはもしかする

と今している仕事がすでに関わりがあるかもしれない、ちょっとしたこ

とで大きなビジネスチャンスに繋がるかもしれない可能性を秘めてい

るのだ。それはつまり、ISOマネジメントシステムの維持・向上にも直

結するのではないか。今回はSDGsに深い知識を持ちBL審査登録

諮問委員会で委員も務めている山口民雄氏に、SDGsの有用性や取

り組み方について詳しくお話を伺ったのでぜひ役立ててほしい。

ーーなぜ今、SDGs が注目されているのでしょうか。

　その理由には、大きく2つのことがあると思います。まず1つ目として、環境を始めとする以前から

の問題が深刻化していることと、新しい課題として格差などの社会問題が頻発しているという状況があ

ります。

　SDGsに先立ち、2000年に採択されたMDGsというものがあったのですが、それは特に途上国を

対象にして国連主導で作られたものでした。一方SDGsは、MDGsの15年間で改善しきれなかった

スラムの人口、妊婦の死亡率、雇用問題なども含め、途上国から先進国まで様々なステークホルダー

が参加して作り上げた17の目標・169のターゲットです。そういった意味ではMDGsとは性格が大き

く違い、誰もが担えることができ、関心のある項目です。

特 集

1 いま、SDGsが注目されている

2 SDGsは先進国から途上国までを対象にした2030年のあるべき姿への具体的な目標

3 すでに企業・自治体・病院・教育などあらゆるセクターが取り組んでいる

4 SDGsへの取り組みは環境や社会課題解決に貢献しながらビジネスを拡大するチャンス

5 アプローチ方法は5段階

6 国も積極的に支援

ポイントはココ！
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ーー実際にどんな企業や組織が SDGs に取り組んで活用しているのですか。

　私は毎年、企業のCSRレポートやサステイナビリティレポート、統合報告書などを精査しているので

すが、すでにほとんどの企業がSDGsに触れています。また、国が主体となって開催している「ジャパ

ンSDGsアワード」の受賞リストを見ると、企業だけでなく自治体、生協、病院、教育関係などあらゆ

るセクターが入っています。

　今の段階では多くの企業が、これまでCSRで取り組んできたマテリアリティ（重要課題）と17の目

標がどのように関連しているかという紐付け＝マッピングをしているところが大半です。それはそれで

大事なのですが、次の段階では経営戦略の中で常にSDGsを意識して組み入れ、いかに経営と統合し

ていくかということが求められます。それに取り組む企業も徐々に出始めてはいるのですが、まだ少な

いのが現状です。

ーー ISOマネジメントシステムの新しい展開やアクションに、
　　SDGsをどのようにつなげていけばいいですか。

　よく言われているのは、169ものターゲットがあるということは「ビジネスの宝庫」だということです。

2030年の姿を実現しようとすると、相当な市場ができるわけですね。そこに新しいビジネスを発見し

て作り上げていくことが、SDGsの大きな狙いなのです。

　これまでは自分たちで考えて商品やサービスを作って外に出

していく「インサイド・アウト」が主流でしたが、SDGsの考え

方は「アウトサイド・イン・アプローチ」です。外に社会的な要請

がたくさんあって、そこから新しいビジネスを発見して作り上

げ、目標に貢献していくことが最も有効な活用方法なのですね。

SDGsには今までの商売の延長線では発想できないようなヒン

トが豊富ですので、それをどう自社の中でビジネス化していく

かが重要です。また、SDGsへの貢献の進捗状況を確認しつ

つ進めることが重要ですが、ISOマネジメントシステムで培わ

れた力量は大いに役立つことでしょう。

ーーでは実際に、何からどのように取り組んでいけばいいですか。

　取り組みの段階として一番有名なのは「SDGコンパス」の5段階です。

Step1

SDGsを
理解する

Step2

優先課題を
決定する

Step3

目標を
設定する

Step4

経営へ
統合する

Step5

報告と
コミュニケーション
を行う
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　まずは「理解」だと思います。SDGsの採択文書は全体を読むと公共政策的な用語で書いてあるの

で、それを日本や自社のビジネスに引きつけて解釈することが鍵です。

　例えば17の目標のうち「1.貧困をなくそう」「2.飢餓をゼロに」などは一見関係ないと思われがちで

すが、日本は先進国でも相対的貧困率がアメリカと並んで高い国です。そう考えると「1.貧困をなくそ

う」は日本でも重要な課題になってくるわけですよね。

　「2.飢餓をゼロに」は、例えば自然災害時に食事がとれ

ない場合、被災者はいわゆる飢餓状態におかれます。そこ

に食品会社が自社製品を提供することは、SDGsの目標に

合致するわけです。途上国やアフリカの飢餓とは違います

が、まずは日本の状況に合わせ、それから企業ができるこ

とに合わせて「優先課題」を決めていくことが重要です。

　自分の業界の立ち位置も含めて、17の目標や169のター

ゲットのどういうところに特に関与するかで優先順位が見え

てきます。それを私たちは『翻訳』と言っているのですが、

その翻訳が大事なのですね。

　「目標設定」は会社全体で取り組む目標と、事業別にできる目標、この2つに分けて考えたほうがい

いと思います。例えば労働環境やジェンダーギャップの問題ならば各事業部共通のその会社全体で取

り組む目標ですよね。食品なら食品の事業でできる目標がありますね。17の目標全部をやるというの

は実際には難しいと思いますので、会社全体でやっていく項目と、事業別に合ったものをやっていくと

いう2つに分けて目標を入れていくと整理できると思います。

　次に「経営との統合」です。本業で仕事をして、別のところでSDGsを頑張ろうということではなく、

自分たちが毎日やっている仕事そのものがSDGsの目標の何番に貢献するということをまず認識してく

ださい。そこにはさきほどの『翻訳』が大きな力を発揮します。

　SDGsという国連で決めたすごいものをどんどん翻訳していくと、自分の部署で何番の目標のどの

ターゲットに自分が貢献できるのかが見えてきて「ジブンゴト化」ができてきます。毎日しょうがなくて

やっているのではなくて、自分が世界で確認した2030年の目標に向かった一翼を担ってるいるのだと

いう認識です。これはモチベーションに大きく影響してくるはずだと思います。

　そして経営との統合ができたら「報告・コミュニケーション」をしていきます。「ジャパンSDGsアワー

ド」への応募も報告の一つですが、受賞する企業には社長以下従業員にまで自覚が行き届き、会社全

体で「ジブンゴト化」できているところも出てきました。今後もそういった企業がアワードに入ってくる

のかなと思います。
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ーーわたしもすでに SDGs に貢献している？ パートナーシップの重要性。

　SDGs17番目の目標に「パートナーシップで目標を達成しよう」というものがあります。世界にはい

ろんな問題がありますから到底、1社で達成できるものではありません。ですからバリューチェーンに

も着目し、川上から川下まで関係して一緒になってSDGsに取り組むことが求められます。

　1つの商品を作るのでも原材料→制作→販売→廃棄までありますから、ここの段階ではどういう

SDGsに関係するといった全てのプラスとマイナスを出して、プラスのところはもっと大きくして、マイ

ナスの負荷を与えるところはどうやったら少なくなるかというように、パートナーと協働してやっていく

ことは非常に重要だと思いますね。

　例えば東京2020にしても、今度の大阪万博にしても、SDGsへの貢献が大きな目標の中に入って

います。今建設しているものにしてもCSR調達なども厳密にやっていますので、実際にSDGsの要請

にそって建設していれば各社ジョイントで入ってますから、すでにSDGsに貢献しているのですよね。

そこがあまり開示されてないというのは、SDGsの観点で整理されていないからだと思います。

　まずは本業でやっていることがSDGsのどこに貢献しているのかを認識することが大切です。そして

SDGsを前提に少し余分に投資したり技術をつけたりすると、これもできるというのが出てくるのです

ね。そういうもので、SDGsの対象が広がると、ビジネスも広がってきているということになります。こ

こにSDGsの本質的な価値があります。

ーー SDGs への取り組みを今後、国はどのように評価していきますか。

　毎年、国の方でもSDGsの方針を出していますし「ジャパンSDGsアワード」を開催するなどとても

熱心です。しっかりとSDGsに取り組む方針を出すところには補助金や支援をして毎年国連に報告して

います。そのように体制的にも資金的にも支援を行っていますので、自治体なども地域再生ということ

で意欲的に取り組んで予算を頂いているという状況です。今後も積極的に評価、推進していくと思い

ます。
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